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4.4　タイ

4.4.1　マレー系イスラム教徒の概要

4.4.1.1　マレー系イスラム教徒

タイの人口は約 6701 万人 （2013 年）1，その約 95%が仏教徒，約 5%がイス

ラム教徒である 2。タイ・イスラム教徒の約 85％はマレーシアとの国境に隣接

する深南部４県（ナラティワート県，ヤラー県，パタニー県およびソンクラー

県の一部，以下，「国境県」）3 に居住するマレー系民族であり，その約 75%は

マレー語またはその方言を第一言語とするが，そのうち 99%はタイ語を使用

することができる 4。国境県のマレー系イスラム教徒（マレー・ムスリム）5 は
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パタニー・マレーと呼ばれる独自のアイデンティティを有する 6。

タイ政府はすべてのタイ国民を平等に扱っており，同国民に民族的少数者は

存在しないと主張してきた 7。憲法は宗教の自由を保障しており，仏教を国の

宗教としては定めていない。なお，タイにおける分離運動としては，ラオス系

民族が居住する東北タイでも，ラオスとの統合を求める運動が発生した。しか

し東北部では政府による抑圧政策および経済発展を伴う懐柔政策等により，分

離運動は沈静化した 8。ゆえに本稿では，上記南部国境 4県における分離運動

を中心に検討する。

4.4.1.2　第二次大戦まで

現在の国境県領域には 1786 年まで，イスラム教国家を宣言するパタニー王

国（kingdom of Langkasuka）が存在した 9 が，1882 年，正式にタイへ編入され，

1901 年，バンコク中央政府の直接統治の下におかれた 10。マレー系イスラム

教徒の分離運動は，かつてのパタニー王国をその理念的拠り所とする。同領域

にタイ（シャム）と英領マレーシアとの国境線が画定されたのは 1909 年，イ

ギリス ･シャム通商航海条約（バンコク条約）による。同条約において，英国

は南部 4県およびサトゥンのタイによる領土主権を認めた 11｡ その代償として

シャムはマレー系イスラム教徒居住地域のケダー，クランタン，トレンガヌ，

ペーリスを英国に割譲した 12。同王国領土が分断された背景には，同地域の安

定およびタイ政府の正統性維持という米国の戦略があり，南部国境県の英国領

マラヤへの，そして植民地から独立後のマラヤ連邦への編入は阻止された 13。

旧パタニー王国の領域は現在のタイとマレーシアとにまたがっていたことか

ら，国境県とマレーシアとの住民には民族的・文化的に共通要因がある。

1940 年代，国境県住民は専制政策により抑圧された。タイ政府は国家文化

法（1942 年）に基づき一連の勅令を制定し，国境県では最高税額を徴収し，

同化政策を強行した 14。マレー語の使用を禁止し，教育機関での指導言語およ

び行政機関での公用語としてタイ語の使用を義務づけ，シャリア裁判所および
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イスラム法を廃止し，イスラム氏名の使用，服装を禁止し，仏教を強制した 15。

第二次大戦中，分離運動は軍事介入により鎮圧された。

4.4.1.3　第二次大戦以後

1940 年代から 1950年代，国境県マレー系住民は民族統一主義（irredentism）

を掲げ，マレーシアへの統合を主張していた。1945年，マレー系ムスリムは英

国に対し，国境県のタイからの独立保障を要請したが受け入れられなかった 16。

1947 年，マレー系ムスリムの宗教的指導者ハジ・スローン（Haji Sulong）は，

タイ政府に対し，国境県への広範な自治権付与およびマレー・ムスリム文化

の保護の保障等を求めて 7 カ条 17 を提出したが，反逆罪により逮捕された。

また 1948 年 3 月，大パタニー・マレー連合（GAMPAR/ United Malays of 

Greater Patani）が結成され，南部国境 4県の統一，イスラムの伝統および実

践のための国家としてマラヤ連邦との統合を掲げた18。同年，パタニー，ヤラー，

ナラティワートおよびサトゥン県住民約 25 万人が国連に請願書を提出し，同

国境４県をタイから分離し，独立過程にあったマラヤ連邦との統合を求めた 19

が拒否された 20。国境県ムスリムがマラヤ連邦への統合の意思をはっきりと表

明したのは唯一この請願のみである。

地域住民の請願が拒否され，抑圧的同化政策が進められると，1960 年代，

マレー・ムスリムはタイからの分離独立を主張するようになった 21。1950 年

代末から 1960 年代，武装集団 22 を結成して，分離独立を掲げて反政府武力闘

争を開始し 23，1960 年代から 1970 年代，分離独立闘争は本格化した。この時

期，政府により移住政策が開始され，国境県地域の人口の約 20%が非イスラ

ム教徒住民となった 24。1981 年から 1988 年の間，分離独立運動は沈静化した。

この間，国内の反政府勢力に対する宥和政策，農村および地方開発政策が実施

されたことに伴い，分離運動集団に対しても経済的および政治的政策が実施さ

れた。国境県においても暴力事件は減り，治安の回復に一定の効果が見られた。

しかし同期間を除き，分離運動集団に対して政府は基本的には鎮圧政策をとっ
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た 25。

2001 年，政府は国境県行政に関する諸制度を廃止し，軍を中心に統治を行っ

ていた国境県の治安維持の権限を警察に委譲したが，これを契機に国境県の治

安はさらに悪化した。2004 年，イスラム教徒過激派が武力闘争を開始し，以降，

武装組織によるタイ治安部隊との武力闘争は激化した。政府による鎮圧作戦も

強化され，2004 年から 2007 年，タイ国境県における紛争はイラクとアフガニ

スタンに次いで世界でもっとも激しい紛争であったとされている 26。2004 年 1 

月，ナラティワートに戒厳令が発布され，2005 年 7 月，国境 3県の 32 郡に非

常事態勅令が発布され，分離運動集団を含むイスラム教徒に対する取り締まり

が強化された。

タイ政府の力による鎮圧政策のため，2013 年現在で 15 万人の兵士，警察官

および民兵が南部国境地域に駐留し，2009 年までの 5年間で 1090 億バーツが

その治安対策に支出されたが，紛争は沈静化に向かうことはなかった。単純な

軍事的抑圧政策が分離活動終息の効果をもたらさないことが明らかになった。

タイ政府が鎮圧政策を続行する中で，1990 年代から国際社会の仲介により和

平交渉が試みられてきた。交渉は円滑には進展しなかったが，仲介を通じて分

離独立を回避する紛争解決方法が模索された。

2013 年 2 月，タイ政府とマレー・ムスリム分離集団の 1つ，パタニー・マ

レー民族革命戦線（BRN）との間で和平対話プロセスに関する合意書（General 

Consensus on Peace Dialogue Process）27 が結ばれた。同文書はタイ政府が

分離集団と和平対話に関して合意したタイ史上初の文書である。タイ政府と

BRNとの和平対話は開始されたが，両当事者の対立は大きく 28，交渉の再開

について両当事者は合意した 29 が，最終的な停戦状態には至っていない 30。

2015 年 6 月現在，治安軍との間の散発的戦闘は継続し，死者，負傷者も発生

している 31。
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4.4.2　国家制度

4.4.2.1　立法府

中央議会制度に関しては，2院制で上院（元老院）および下院（人民代表院）

で構成される。上院については 1997 年憲法においては，議員選出は任命制か

ら公選制となり，定数 200，議席は各県（75 県およびバンコク都）の人口に比

例して配分され（任期６年），2000 年に初めて上院の選挙が実施された。2007

年憲法では，任命制が復活され，定数 150，そのうち選挙制選出議員 76，任命

制選出議員 74 とされ，2014 年選挙時点では定数 150，タイの全 77 都県から各

１人が選挙で選ばれ，残る 73 議席は憲法裁判所長官，最高裁判事，選挙委員

会委員長，汚職取締委員会委員長らからなる委員会により選出された。

下院については 1997 年憲法においては定数 500，その選出は中選挙区制か

ら小選挙区比例代表並立制となり，比例区選出 100（全国区），小選挙区選出

400 で構成される（任期 4年）と規定された 32。2011 年には定数 500 のうち，

小選挙区選出議員 375，比例代表選出議員 125 と改正され，比例代表の選挙区

割については，人口が均等になるように県を単位に８地域（ゾーン）に区分さ

れ，それぞれのゾーンに等しく定数 10 議席が配分される 33。2011 年総選挙で

は南部国境 4県の小選挙区には人口に比例して合計 13 議席が配分された。

4.4.2.2　司法府

1997 年憲法により，新たに憲法裁判所および行政裁判所が新設された 34。

行政裁判所は私人が行政機関を相手取って提訴することにより，行政機関によ

る公権力の不当な行使としてなされた行為または活動によって被害を受けた私

人を救済する。1949 年憲法から 1991 年憲法まで，国を相手取って訴える権利

は否定されていたが，1997 年憲法により同規定が削除された。ただし「軍事

行動と内外の脅威に対して国家安全保障のために軍人と協力して活動する公務

員の業務活動」には適用されない（1996 年行政手続法 4条７）ことから，警

察および軍による鎮圧行動による人権侵害の被害者が，その被害の救済を求め
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る手段は講じられていない。

土地収用が土地所有者の権利侵害を構成する不当な行政行為とみなされる場

合には，同裁判所での訴訟手続きを通じて救済される可能性がある。またダム

建設等の公共事業の施工は行政行為ではなく，非権力的事実行為とされ，違法

な事実行為とされる場合には，その差止や事実行為によって生じた事実状態の

除去を求める訴訟を提起しうる。また公共事業は取消訴訟の対象となり，差止

請求が可能とされる（行政裁判所法 66 条）35。

4.4.2.3　行政府

タイにおける中央行政機関は内閣を中心に省，庁および局から構成され，

1990 年代に地方分権政策が着手されるまで，中央行政の出先機関が地方行政

であった。中央政府は国の官僚を知事，首長等として派遣し，このような人事

を通じて地方政府は中央政府の管理監督下に置かれていた。

タイの行政単位は，バンコク都および県（province 2011 年以降 76）に区分

され，その下位に郡（2003 年現在 795）がある。特別行政区であるバンコク都

を除き，県知事と郡長（District Chief Officer）は内務省から派遣された。郡

の下位には行政区（sub-district 2003 年現在 7,255），行政区の下位には村（同

71,864）が存在し，行政区長および村長は住民により選出されるが，ともに政

府の職員と考えられ，中央政府の命令等を執行した 36。そのため地方政府機関

では地方行政の経験も不十分で，その実情を認識しない中央官僚により住民の

意思を無視した行政が行われ，政治的代表権を取得しようとする住民の働きか

けは拒否され，また腐敗，汚職，権力濫用，イスラム教徒指導者への抑圧が横

行した 37。このような問題を解消すべく，1990 年代に地方分権政策が進めら

れた。

南部国境県においては，1981 年，ヤラー市に設置された南部国境県行政セ

ンター（Southern Border Provinces Administrative Centre / SBPAC）が

同地域の行政を担当し，軍および警察組織で構成される国内治安維持司令
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部（Internal Security Operations Command / ISOC）が治安を担当する。

SBPACは文民機関であり，2006 年以降には諮問会議（advisory board）を通

じて築かれた官僚と広範囲のマレー・ムスリムおよび宗教的指導者との間に信

頼関係が醸成された 38。SBPACにより，柔軟な政策運用が可能になり，マレー

系イスラム教徒もビジネスへのアクセスおよび公務員への採用等で行政に参加

する機会を認められた 39。SBPAC創設後，暴力事件は減り，治安の回復に一

定の効果が見られたが，2004 年，武力紛争は再燃した。

4.4.3　人権

4.4.3.1　法制度

タイは「市民的および政治的権利に関する国際規約」に1996年10月29日，「経

済的社会的および文化的権利に関する国際規約」に 1999 年 9 月 5 日，「人種差

別撤廃条約」に 2003 年 1 月 28 日に加入した。

民主化の流れの中で起草された1997 年憲法は，基本的自由および権利を厚く

保障し 40，国王を元首とする民主主義的政治体制を擁護することを国民の義務と

する（66条）。その一方で，非常事態勅令の発令について規定する（218 条）41。

政府は国境県地域における分離運動の激化への対応策として，戒厳令（2004

年），非常事態勅令（2005 年）42 を宣言し，国内治安法（ISA法 / 2006 年）を

制定した。非常事態勅令の下では，首相に広範な権限が委譲され，集会，結社，

報道，移動等の基本的自由および権利が規制される 43。またテロリズム・武力

の行使が含まれる非常事態に際しては，令状なしに容疑者の逮捕・拘禁が可能

となり，一定の権限を越えない範囲での政府による武力の行使が認められる。

ISA法は非常事態勅令発令までには至らないが長期化の恐れのある事態に適用

される 44。

2007 年憲法は，1997 年憲法と同様の基本的権利および自由の保障を規定す

るが，集会および結社の自由については個人およびマスメディアの言論の自由

とは異なる条件で規定し，前者の自由は国王を元首とする民主主義政治体制の
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範囲内で認めている（64 条）。同憲法が保障する基本的権利および自由を侵害

されたときには裁判所に侵害された権利の回復を求めることができ，同手続き

の適用を受けるために国の援助を受ける権利を規定する（28 条）。他方，国王

を元首とする民主主義的政治体制を擁護する国民の義務（70 条）を再確認し，

立憲君主制を打倒する国民の権利または自由は認められないことを明記する

（68 条）。また参政権に関し，選挙権行使を国民の義務として規定する（72 条）。

4.4.3.2　権利保障の基盤整備

1997 年憲法により独立機関として国家人権委員会の設置が規定され（256 

条），拷問による死亡が疑われる事件についての申立て手続きが整備された。

しかし拷問の責任者への調査・責任追及の権限はなく，被害者救済および再発

防止のために機能しているとは言えない 45。規約人権委員会は同委員会が人権

の促進および保護のための国家機関の地位に関連する原則に従い，委任された

活動を効果的に果たすことができるように十分な力を付与されるべきであると

勧告した 46。

2005 年，南部国境県問題の平和的解決を目的として国民和解委員会

（National Reconciliation Commission/ NRC）が政府から独立した機関とし

て設置された 47。同委員会の機能は国境県の治安回復であり，イスラム住民と

政府との相互不信を払拭し，南部に平和をもたらす根本的な解決策を政府に助

言する。この他，南部国境県の和平回復および行政には 17 省庁および 66 政府

機関が関与している 48。

以上のように，人権を保障するための法制度が一応整備され，また侵害され

た権利救済のための仕組みの整備にも着手された。しかし戒厳令および非常事

態勅令の適用下においてマレー・ムスリムに対する深刻かつ重大な人権侵害が

発生しており，その救済は全くなされていない。
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4.4.3.3　人権侵害

4.4.3.3.1　市民的政治的権利―深刻な人権侵害

国境県住民と政府との大規模な衝突は既に 1948 年 4 月に発生しており 49，

以後，暴力を伴う分離独立闘争は断続的に発生した。2004 年までは，政府の

分離集団に対する対応は，前述のように 1981 年‐ 1988 年，宥和政策がとら

れた時期があり，また政府は法と秩序の問題として警察力とともに司法的手段

を通じて対応しようとした 50。

2004 年までには暴力事件が極度に激化したことから，政府による鎮圧政策

は強化され，軍隊，警察，民兵を動員する軍事的アプローチが可能になるよう，

法的措置がとられた 51。2004 年 1 月，ナラティワート県に戒厳令が布告され，

治安維持部隊が派遣された。イスラム教徒武装集団の関与が疑われる事件およ

び暴動の相次ぐ発生に対して，政府は軍による武力行使で対抗するようになっ

た。2004 年 4 月，軍の鎮圧行動により，武装集団 108 人およびモスクに立て

こもったイスラム教徒 32 人全員が死亡した（クルセー・モスク事件）52。同年

10 月，抗議デモ参加による逮捕者のうち 78 人が移送中に死亡した（タクバイ

事件）53。2004 年 1 月から 11 月までの死者は 1,000 人を超えた。

多数のマレー・ムスリム犠牲者を生じさせた一連の事件について，国際社会

は深刻な人権侵害としてタイ政府を非難した。自由権規約委員会は，これらの

事件を深刻な人権侵害として懸念し，犠牲者を救済し，独立した文民機関を設

置して軍・警察に対する申立てについて完全かつ公正な調査をするようタイ政

府に勧告し 54，タクバイ事件に関し，タイ政府に調査を申し入れたが，政府は

11 月 18 日，同委員会の受け入れを拒否した 55。また同委員会はタイからの第

１回国家報告書に対する総括所見（2005 年）において，治安維持軍の行為に

懸念を表明し，同事件の公正な捜査を要請した 56。国連難民高等弁務官事務所

（UNHCR）も人権侵害に対する強い懸念を表明し，南部視察の必要性を訴え

た 57。拷問禁止委員会は，2014 年 6 月，タイ政府報告書に関して，クルセー・

モスク事件およびタクバイ事件に関わる政府関係者に対して法的責任を問うべ
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きとの意見を示した 58。宗教的国際協力機構としてイスラム諸国会議機構（OIC/ 

現イスラム協力機構）59 は 2004 年２月，タイ政府に対し，タイ南部におけるイ

スラム教徒への暴力事件の浸透に憂慮し，紛争解決が公平かつグローバルな目

標に即して進められることの必要性を主張し，同年 10月，タイ南部におけるイ

スラム教徒に対する暴力について憂慮を再度表明し，タクバイ事件を厳重に調

査し，責任者を処罰するための適切な手段をとるようタイ当局に要請し 60，2005

年 6 月，タイ南部に特使を派遣して人権状況を視察し，タイ政府に対し，国境

県におけるイスラム教徒少数者の権利を保障し，多数者と平等に待遇すべきで

あると強調した 61。

2005 年 7 月，非常事態勅令が発布され，南部国境 3 県の 32 郡に適用され

た 62。2006 年 9 月，再度戒厳令が布告され，2015 年 4 月 1 日，解除されたが，

戒厳令に代わり，軍政の強権条項を発動したことから，現在も戒厳令下と同様

に基本的権利と自由の侵害状態が続いている 63。

非常事態勅令以来，南部国境 4県に 6万人―10 万人の軍隊要員が常時駐留

し，準軍事的要員，自警団，警察を含めると 15 万人が動員されてきた 64。戒

厳令および非常事態勅令下にあった2004年１月―2014年 4月の 124カ月間で，

17,005 人の死傷者が発生した。この中には武装集団メンバーだけではなく，国

軍兵士，警察官など治安当局者，教師等が含まれ，そして紛争の長期化に伴い，

一般住民の犠牲者が急増した 65。軍事力による鎮圧政策は軍事作戦による直接

の犠牲者だけではなく，その家族 85,025 人をも悲惨な状況に陥れた 66。

戒厳令および非常事態勅令施行に伴う人権侵害として，まず第１に，公務員

に人権侵害を理由とする行政裁判所の管轄権を免除し，行政手続法および行政

裁判所設置法が適用されず，当局者は免責されるとすることから，恣意的拘束

や拘留者への不当な待遇の危険を高める 67。容疑者の拘留期間については，7 

日間であるが，30 日まで延長可能であり，合計 37 日間，行政拘禁しうる。こ

の期間中，不当な取調べ，誤認逮捕，虐待，拷問等が行われた 68。2004 年 1

月―9月，拘留中の死者は 1,631 人であり，そのうち 131 人の死因は警官の行
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為である 69。また国境県のイスラム教徒男性 50 人以上が治安当局による尋問

後，失踪したとの疑念が報告された 70。同勅令における公務員の免責条項に関

し，国民和解委員会委員長は同勅令は治安維持軍に「殺人の免許証」を与える

ようなものとして非難した 71。

非常事態勅令施行に伴う人権侵害に対し，国内外のムスリム団体および人権

擁護団体はタイ政府に抗議し 72，国際社会もタイ政府の対応を非難した。自由

権規約委員会は，明確に列挙することもまた十分に限定することもなく，緊急

時においても保障すべき自由権規約の権利から逸脱し（derogation），規約 4

条の十分な実施を保障していないことについて懸念し，公務員が法的および懲

戒行為から免除され，免責問題を悪化させることを懸念しており，48 時間を

超える外部の保護のない拘禁は禁止すべきであり，警官による拷問，虐待，武

力の不均衡な行使および拘留中の死亡について十分かつ迅速に調査し，責任者

を訴追し，犠牲者とその家族に補償するよう勧告した 73。国連人権理事会の超

法規的・即決・恣意的処刑に関する国連特別報告者（Philip Alston）は，非

常事態勅令における人権法違反に関係する部分の廃止を要請した 74。拷問禁止

委員会は，2014 年 6 月，タイ深南部で施行されている特別法規定の免責条項

は廃止すべきであり，タイ政府の取組みが十分ではないとの意見を示し，また

軍，警察，刑務所職員が行う拷問および虐待を直ちに止め，責任者を訴追する

よう要請した 75。

第２に，戒厳令および非常事態勅令は，言論・出版の自由，結社の自由，適正

な刑事手続の保障，身体不可侵権等，自由権を制限する。自由権規約委員会は，

前述のように規約4条の十分な実施を保障していないことについて懸念するとと

もに，平和的デモ行為に対し，自由権規約 7，19，21および 27条に反して行わ

れた警察による暴力的抑圧に懸念を表明した 76。国連人権理事会東南アジア支

部の現地代表は，戒厳令下の状況は表現の自由への脅威であり，人権侵害の憂

慮すべきパターンの最新の実例であり，批判的，独立的な声を抑圧する影響が

あると非難した。OIC事務局長特使は 2012 年 5月，南部国境県地域を視察し，
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非常事態勅令の適用がまだ継続している地域について早期の廃止を要請した 77。

国連人権高等弁務官は，タイ国政府が，自由権規約の締結国として同規約 19

条によって保護されている表現の自由に関する権利を確保する法的責任を果た

すべきと指摘した 78。また裁判を受ける権利は，大逆罪（lese majeste law）の

適用により侵害されており 79，その結果，厳しい判決が下されている状況に関し，

国連人権高等弁務官は強い懸念を表明した 80。

以上の国際機構と同様，国際人権 NGOも戒厳令および非常事態勅令による

人権侵害を非難している。ヒューマン・ライツ・ウオッチは，非常事態勅令が

人々の人権を侵害していると非難した 81。国際法律家委員会（ICJ）はその報

告書において，同勅令がタイの国会や裁判所の権限を軽視しているのみならず，

人権侵害の可能性が大きいことを批判した 82。国際紛争問題シンクタンクのイ

ンターナショナル ･クライシス ･グループ（ICG）も報告書において，タイの

非常事態勅令を非難し，同勅令は分離集団との対立を悪化するだけで解決には

ならないと主張した 83。事態は国際社会の関心事項となったが，タイ政府は南

部イスラム教徒に関する問題は国内問題であり，諸国家および国際機関の関与

は内政干渉であるとして反論した 84。

4.4.3.3.2　経済的社会的文化的権利―経済的社会的格差

4.4.3.3.2.1　経済的社会的権利

南部国境県地域における伝統的な経済活動は沿岸地域では漁業，内陸部では

米，ゴム栽培等である 85 が，世界銀行調査によれば，1962 年―1968 年，国際

市場におけるゴム価格が 27％下落し，ゴム生産量は 32％減少し，関係住民の

収入は下落した 86。1970 年代，国境県地域の経済発展を目的として政府は大

規模経済プロジェクトおよび経済基盤整備のために巨額の資金を同地域に投入

した 87。経済発展に伴い，タイにおける１人あたりの国内総生産（GDP）は，

2001 年以来，3.4％の割合で上昇して 13,364 ドル（2013 年）となり，中所得国

（middle-income country/MIC）となった 88。2002 年，イスラム銀行を設置し 89，
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イスラム教徒およびアラブ諸国からの資金による投資 90 にも期待して，地域

経済の発展によるマレー・ムスリムへの懐柔策を試みた。

しかし開発プロジェクトは地域住民の主張を反映したものではなく，高度経

済成長の恩恵はビジネスマンおよびプランテーション所有者だけを浴する結果

となった。地方共同体には天然資源へのアクセスは否定されている 91。大規模

プロジェクトおよび天然資源開発による利益は地元マレー・ムスリム住民には

配分されず，所得格差は拡大している 92。

１世帯当たり所得額は全国平均が 23,241 バーツなのに比べ，パタニー

16,126 バーツ，　サトゥン 21,049 バーツ，ナラティワート 16,835 バーツ，ヤラー

21,859 バーツと全国平均よりもかなり低い（2011 年）93。タイ全体の人口に占

める貧困率は 1.01％であるが，その 60％が南部国境県に居住し，ナラティワー

トでは 24.7％，パタニーでは 33.5％である（2013 年）94。収入指標 95 について

は，バンコクが１位，パタニーは全国 77 都県中 75 位である 96。

雇用指標 97 による比較では，ヤラーは 77 都県中 74 位，パタニーは最下位

である 98。失業率については全国平均 0.7％，パタニー 2.0％，ナラティワート

1.6％，ヤラー 1.0％，サトゥン 0.4％，15 歳－ 17 歳の就労者割合については

全国平均 16.2％，パタニーでは 28.45％（73 位）であり，いずれも全国平均よ

りも高い 99。武力紛争状況下であることから凶暴犯罪発生率も高く，10 万人

当たり全国平均では 13 件であるが，パタニーでは 63 件（75 位），ヤラーでは

64 件（64 位）である 100。

大型プロジェクト等の経済開発政策は，むしろ住民の生活に環境悪化等の外部

不経済の問題をもたらした。自由権規約委員会は第１回総括所見においてタイ‐

マレーシア・ガスパイプラインその他の開発プロジェクトに関し，「関係する民族

的少数者共同体に最低の協議しかしていないことを懸念する」と指摘した 101。

4.4.3.3.2.2　文化的権利

宗教に関してこれまで憲法では，すべてのタイ国民の平等および宗教の自由
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を規定し，仏教を国の宗教としては定めていない。しかしながら英‐シャム

条約（1909 年）により，南部国境県におけるシャムの支配が確認されて以降，

シャムが派遣した知事による統治の下で同化政策が進められ，シャム初等教育

の義務化（1921 年），イスラム法（シャリア法およびアダット法）の廃止とシャ

ム法適用（1944 年），国家文化法によるマレー語，イスラム的姓名の使用およ

び服装の禁止（1942 年）等が実施された 102。

1960 年代，分離運動に対しては鎮圧政策を採る一方で，政府は懐柔策も実

施した。イスラム問題評議会（National and Provincial Councils for Islamic 

Affairs）を設置し，慣習令を廃止（1961 年）してイスラム姓名の使用を認め，

1970 年代には政府はイスラム教徒に特権を付与し，大学および政府機関におい

て一定割合をイスラム教徒に割り振るクウォータ制度の導入等を実施した 103。

しかしその恩恵は極めて限定的にとどまり格差是正にはつながらず，国境県イ

スラム教徒には教育を受ける機会の均等は奪われてきた 104。

教育を受ける権利について 1997 年憲法は 12 年の無償教育を受ける権利を規

定し 105，1999 年，新国家教育法により義務教育期間は 6年間から 9年間になっ

た。教育指標 106 についてはすべての指標において南部国境県の状況は全国平

均よりも悪い。高等学校進学者の割合については，バンコクでは 100％である

のに比較し，ナラティワートでは 44.6％（77 都県中最下位）であり，高校レ

ベル８科目合計スコアについては，バンコク 40.8，パタニー 28.58，ナラティ

ワート 28.56（最下位）107 である 。 全く教育を受けたことがない者は全国平均

4.3％と比較し，パタニー 13.3％，サトゥン 6％，ナラティワート 6.8％，ヤラー

12.4％と全国平均よりも高い（2011 年）108。大学進学率（短期大学含む）につ

いては全国平均 10.1 %に比べ ，パタニー 8.2％，サトゥン 9.7％，ナラティワー

ト 6.8％，ヤラー 7.2％と全国平均以下である 109。

HAI （Human Assets Index）110 をみると，パタニー 0.5884（69 位），ナラティ

ワート 0.5996（63 位），サトゥン 0.6082（57 位），ヤラー 0.6182（46 位） 111 で

あり，全国比で低レベルにとどまっている（2013 年）。HAI指標に関連し，新
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生児 1,000 人あたりの乳児死亡率については，全国平均 6.6 人に比べ，パタニー

10.8 人，サトゥン 5.4 人，ナラティワート 10.7 人，ヤラー 7.5 人であり，サトゥ

ンを除き，全国平均よりも高い（2013 年）112。

民族語使用およびイスラム的教育の自由への制限は国境県イスラム教徒の不

満の大きな要因となっている。これに関連し，国民和解委員会は 2006年，国境

県における平和維持機関の設置，民族語の地域的公用語化，イスラム学校と公

立学校との 2つの制度の擦りあわせ，二カ国語教育の導入等を勧告した 113。自

由権規約委員会はタイ政府に対し，「民族的少数者に属する人が集団の他の構

成員とともに彼らの文化を享受し，宗教を実践し，言語を使用する権利を尊重

すべき」とする所見を示した 114。

4.4.3.4　代表権

現在のタイ中央議会については，議会に選出された代表者を通じて国境県の

民族的少数者の意思が立法府の行為に反映される状況になっているとは言い難

い 115。また，2011 年下院総選挙キャンペーンでは国境県の自治に関する政策

が喧伝されたが，その投票結果は国境県の将来の地位に関する住民の意思が反

映されたものではなかった。

1990 年代，政治改革に伴い選挙制度改革が進められ，1997 年憲法において

選挙管理委員会法，国民投票法等，選挙関連 8法の新たな制定が規定された。

政治家の監査に必須の機関については委員の資格要件，選出方法等詳細が規定

され，選挙プロセス監視のための選挙委員会が独立機関として設置され，選挙

権行使の義務化等の措置も導入されて，選挙の公正性・透明性が図られた 116。

また国民による法律案発議の手続きが導入され，法案発議には 5万人以上の署

名を要件とした 117 が，2007 年憲法においては必要な署名者数は 1万人に引き

下げられた 118。

2011 年下院総選挙では，パタニー 4 議席，ヤラー 3 議席，ナラティワー

ト 4 議席，サトゥン 2 議席がそれぞれ配分され，政権政党であった民主党
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（Prachatham）を含む 7 政党 119 が候補者を立てた。選挙結果は，民主党が

11 議席のうち 9 議席，マトゥブム党１議席（パタニー），ブームジャイ・タ

イ党１議席（パタニー）を獲得した。同選挙の投票率については，全国平均

75.0％，パタニー 76.8％，サトゥン 80.8％，ヤラー 77.5％，ナラティワート

78.0％であり 120，南部国境県ではいずれの選挙区においても全国平均よりも高

い結果であった 121。以上のような選挙制度からみれば，国境県の民族的少数

者にも参政権および平等の代表権が制度上は保障されている。ただし下院にお

いてマレー・ムスリムの議員が選出されてはいるが，国境県選出の国会議員は

仏教徒および中国系住民を支持基盤としている122。このような状況からすれば，

国境県選出議員が南部国境県イスラム教徒の意思に正確かつ敏感に反応し，行

動しているかについては疑問がある 123。

同選挙において南部国境県に候補者を立てた各政党は，南部国境県への自治

権の付与を公約として掲げた。しかしそれらの公約は極めて実現性に乏しい。

民主党は SBPACを中心とした経済特区を設置し，既存の地方自治体の権限を

拡大することを提示した。マトゥブム党（党首 Sonthi Boonyaratglin，イス

ラム教徒）は南部国境県を管轄する新たな省庁の設立を提示した。以上の２案

では行政単位を既存の地方自治体から特別自治区に移行させるわけではなく，

地方自治体は存続することになる。プア・タイ党（党首インラック）は南部国

境３県で構成され，パタヤ特別市と同様の自治権を有する特別自治区設置を含

む特別な形態での地方統治政策を約束した124。ただしいずれの政党も，選挙キャ

ンペーンでは，特別自治区設立に関する具体的な手続きもまた新たな政策も示

していない 125。同様に，従来の中央集権制度という権力構造の変更，国家権

限の具体的な地方への移譲，工程表等にも全く触れていない 126。

選挙キャンペーン中，国境県住民からは分離独立も自治権獲得も優先課題と

して挙げられておらず，実際，国境県の将来の地位または自治制度の具体的内

容については，国境県住民の選挙行動を決める主要因とはなっていない。国境

県における有権者へのアンケート調査によれば，選挙後に解決してほしい課題
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として挙げられたのは，治安，所得，失業，教育，薬物等に関する対策であ

る 127。選挙においてこれらの問題に具体的な措置を提示した政党はなかった。

例えば治安問題に関して，国境県では最大議席を獲得した民主党をはじめ，い

ずれの政党も政府軍による国境県における人権侵害行為に対する非難をするこ

ともなく，治安維持軍に無条件の免除を与える非常事態勅令その他の法の廃止

にも触れていない。

同総選挙で勝利したのはプア・タイ党であるが，南部国境県では１議席も獲

得することができなかった。プア・タイ党が議席を獲得できなかった１つの理

由として，住民有権者が警察および軍による鎮圧行動に対する抗議を投票行動

で表明したことが挙げられる。残虐な軍事鎮圧作戦を指揮したのは，同党の前

身とされるタクシン政権であり，国境県地域では同政権に対する敵対心が強く，

タイ軍は親プア・タイ党とみられている。同党は SBPACにより職業訓練等の

施策を提供したが，その実施に不備があったため成果が出せず，国境県住民の

信頼は得られなかった 128。

4.4.4　自治

4.4.4.1　自治構想

本紛争に関しても他の分離紛争と同様に，その解決に向けて，単なる抑圧政

策でもなく分離独立にも及ばない，多数の方策が提案されてきた 129。提言さ

れた解決策の名称は一様ではないが，南部国境県に付与する権限の範囲により，

自治地域，バンコク都型の特別市の設置および地方分権の促進に大別できる。

さらに現実的な解決策として，研究者からその調査結果の分析に基づき，既存

の政治制度を維持しながら地方分権と統合（integration）を同時に進めよう

とする混合モデルが提言されている。

なお，前述の政党による国境県の自治に関する提案と同様に，以下の構想に

ついても，現在のところ大枠が示されている段階である。従って従来の中央集

権制度という権力構造再編の設計図，移譲される具体的な国家権限の内容，特
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別自治区設立に関する具体的な手続き等についてはまだ明確には示されていな

い 130。

4.4.4.1.1　領域的自治

自治地域構想の中で最も広範な自治権を国境県に付与しようとする案であ

り，領域内では行政制度だけではなく，法制度（シャリア法，アダット法），

教育制度およびその管理・運営，公的な場での民族語使用をはじめとする地

域の制度全体をマレー・ムスリム独自のものに置き換えること 131 等を含む。

2006 年，NRCはパタニー，ナラティワートおよびヤラーに特別行政区（special 

administration zone）を設置し，（1）同行政区におけるパタニー・マレー語

の公用語化，（2）同行政区を単位とする独自の統治機構の設置，（3）イスラム

法の導入を含む自治案を示した。タイの多数民族の間に自治に対する強い拒否

反応があることから，NRCはその使用は避けて特別行政区と呼ぶ。だが同案

は国境県を他の地方自治体とは識別される自治領域とするものであり，領域的

自治構想と捉えることができる。マレーシアのマハティール前首相が繰り返し

提案した南部 3県における「イスラム自治地域」設置による自治権付与の提

案も同様であろう 132。ところが NRC案についてタクシン首相は拒否し，マハ

ティール首相案について，タイ政府は内政干渉として反発した。

領域的自治構想に関して，タイ政府および軍は国の分割につながり，タイの統

一国家体制の護持を規定する憲法77条 133 に反し，実行できないと主張した 134。

国境県マレー・ムスリムはおおよそ歓迎するが，国境県住民の 20%を占める

仏教徒は，限定的な自治権獲得であっても，後に完全な自治権獲得，さらにパ

タニー国としての分離独立へとつながるとして強い拒否反応を示した 135。

4.4.4.1.2　特別行政区（パタニー市構想）

同案はパタニー，ナラティワート，ヤラーを含む地域をバンコク都をモデル

とする特別行政区とするものである。知事を公選制にすることを共通項として
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いるが，多様な提案があり国境県地域の軍，警察の責任者，公的地位について

パタニー民族に割り当て，当該地域の収入および資産を特別行政区に配分する

こと等を含む案もある 136。

従来の地方行政制度の問題の 1つは，地方の政策に住民の意思が反映されな

い点にあった。地方行政府の首長には中央から派遣された官僚が就任し，その

意思決定に地方の施策が委ねられていた。地方政府は専ら中央政府の方針に

沿った政策提案および予算執行方法に専念し，住民の安全，福祉，権利，環境

保全等には注意を払わないという傾向があった 137。しかしこの問題は 1997 年

憲法を含む一連の地方行政改革により改善した。1997 年憲法により，地方議

会議員は住民の直接選挙により選出され，首長は住民の直接選挙あるいは地方

議会の同意によって選出されることが確認された（第 285 条）138。地方議会議

員については 1999 年以降，首長については 2003 年末以降，住民によって選出

されている 139。パタニー特別行政区案でも知事が選挙により地域から選出さ

れるよう設計されていることから，パタニー地方行政には住民の意思が反映さ

れる。なお，パタニー特別行政区は基本的には既存の行政制度のもとで設置さ

れることになるため，国境県以外の地域の法的地位は変更されない。また国境

県の既存の行政単位を特別行政区に再編するわけではなく，既存の地方行政制

度もそのまま存続し，新旧 2制度が併存する場合もあるとされている 140。

政党が掲げる南部国境県問題解決策にも同様の提案がある。タイ国民党は

2009 年，「パタニー市」の設置を提案したが 2011 年には一部撤回した。プア・

タイ党は 2011 年総選挙キャンペーンの際，南部国境３県で構成される自治権

を有する特別自治区設置を含む特別な形態での地方統治政策を提示した。しか

し政権掌握後，同提案を撤回した 141。

南部国境 3 県（パタニー，ナラティワート，ヤラー）での調査（2005 年）

によれば，27.2%（すべてイスラム教徒）が文化的事項に関する自治権を有す

る特別行政区の設置案を，11.2％が政治的自治権を有する特別行政区の設置案

を支持する一方で，仏教徒の 3分の２は現状維持を主張している 142。また 200
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の郡（SAO）における宗教指導者への地方分権の見解に関する調査（2007 年）

では，84%が何らかの特別行政区設置案を支持し，SAO首長の 45%，宗教的

指導者の 12%が既存制度に一定の範囲の地方分権が実施された制度を支持し

ており，言い換えれば宗教的指導者の 60%以上が既存の構造を用いた特別行

政区案を支持し，23%が新構造の特別行政区を支持している 143。さらに南部

14 県の 1,197 人を対象に実施された世論調査（2009 年）によれば，パタニー

特別行政区設置案には 88.53％は反対であり，南部国境県仏教徒は，知事を公

選制とすることに強く反発している144。他方，南部国境３県（パタニー，ナラティ

ワート，ヤラー）では住民の 87.61%が賛成している 145。

4.4.4.1.3　地方分権およびSBPDAB

第３の案は，一方で地方分権を進めながら，同時に既存の政治制度の枠内で

南部国境県紛争解決に一定の役割を果たしている機関の機能を高めることによ

り，南部国境県への権限付与と国家的一体性の強化という一見相反する施策を

両立させようとするものであり，研究機関等がアンケート調査を参照して提言

した。地方分権については前述のように，1990 年代，民主化政策の進展とと

もに進められ，1997 年憲法において地方自治に関する章（第９章）が設けられ，

地方分権に関連する法が整備された 146。

同案の基礎になったのは，2005 年‐ 2008 年に 4,629 人（一般人 82%，その

他は宗教的指導者，地域指導者，公務員）を対象に研究者により行われた調査

である。その結果，住民は既存の中央集権制度とは異なる何らかの地方行政形

式を要求しており，必要なのは地域の事項に関する広範な権限および新鮮なイ

ニシアティブを地域住民に付与するような新たな統治制度改革であることが明

らかになった 147。

また，南部国境 3県での調査（2005 年）によれば，41.4%が現行制度の何

らかの改正を主張しており，200 の郡（SAO）における地方分権の見解に関す

る調査（2007 年）によれば，SAO首長の 45%，宗教的指導者の 12%が既存
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制度の枠内で地方分権を促進する改革案を支持している 148。

上記調査の分析に基づき，現実的に実行可能な政策として提言されている

のは SBPAC再編プロジェクト 149 である。同プロジェクトは南部国境県の

特性を考慮した地方と国の権限を調和する地方統治システムであり，地方分

権と国家統合を両立させようとするモデルを提示する。同プロジェクトの

中核になるのは SBPACの発展形である南部国境県開発行政省（Southern 

Border Provinces Development Administration Bureau / SBPDAB）である。

SBPDABは SBPACを省の地位に格上げして首相府の下に位置づけることに

より，多数の政府機関の監視からもまた軍の管理からも解放され，首相と内閣

による直接的対応が保障される。その構成については 3県から選出された議員

から任命される長官，および 3県知事が担当する次官とされる。補助機関とし

て領域代表により構成される南部国境県議院（Chamber of Southern Border 

Provinces）が州より下位レベルの政策を協議し，計画に協力し，司法を強化し，

予算と人事を査察する。既存の地方議会は存続させ，文化的事項，地方税およ

び財政の権限を付与する。これが地方と国の権限を調和した統治システムのモ

デルとされる。

民主党は 2011 年選挙キャンペーン綱領として，３県地域における特別行政

区（経済特区）の設置と地方自治体の権限拡大を提示した。同政策では南部国

境県の統治機能は中央政府に属する機関である SBPACが担うとしていたこと

からすれば，第３案に類するであろう。同案については南部国境県マレー・ム

スリムはおおよそ歓迎しているが，反対意見として暴力行為の果実として，提

案により南部国境県に利益となる特別省が提供されることになるが，テロに報

償を与えるべきではなく，また他の北部地域の分離集団の要求の先例となる等

がある 150。

4.4.4.2　政府の対応

国際社会の仲介による和平交渉は円滑には進展しなかったが，仲介を通じて
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分離独立を回避し，国境県への自治権付与による紛争解決方法が模索されてき

た 151。タイは国家政策として一体としてのタイ人民という理念を 100 年あま

りにわたって慎重に醸成してきた 152。領域的自治型および特別行政区型のよ

うな，南部国境県イスラム教徒への広範な自治権付与方式は，他の地域とは異

なる特別の領域的地位の創設を意味し，タイの多数民族および軍部からの強い

拒否反応があり，実現が難しいとされてきた。首相府および軍は，タイ法に

おいて自治地域の創設は，1997 年および 2007 年憲法１条の「タイ国は単一不

可分の王国」とする基本原則に反するため，不可能であると主張してきた 153。

このような政府の対応は多数民族としての仏教徒の主張を反映したものに他な

らず，南部国境県地域の仏教徒もその政治的影響力が失われるとして中央集権

制度の変更を望まず，いかなる自治制度導入案にも反対している 154。

それでも 2007 年になり，タイは分離は決して受け入れることができないが，

自治の促進は考慮する趣旨の発言が国防相により示された 155。2009 年には，

タイ社会の広範層の人々が何らかの分権または自治について，それ以前に見ら

れない高い関心を示すようになった 156。国民和解委員会委員も，紛争解決手

段として何らかの分権形式への支持を表明した 157。このような状況の変化も

あり，2013 年，政権は分離集団との公式対話に先立ち，自治についての討論

を始める意思があることを認めた 158。

4.4.4.3　分離集団の対応

国際社会の仲介による和平交渉が試みられる中，分離集団からも自治権に触

れる発言があった。マハティール首相の仲介による交渉（2006 年）において，

Bersatuは分離独立に固執することなく，広範な自治および正義を実現するこ

とによる解決策について議論した 159。PULOは政府との対話に臨む際は，分

離独立は一貫して最終目標であると主張した（2013 年）160 が，マハティール

首相の仲介による交渉（2005 年）および非公式な場では，自治も選択肢の一

つとして示唆していた 161。
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タイ政府と BRNとの間で結ばれた和平対話プロセスに関する合意書（2013

年）において，BRNは独立国家の樹立という選択肢は直接的には主張するこ

となく，自治権確立による紛争解決の受け入れを示唆した 162。BRNは以下の

ように，自決権およびタイ領土内における特別行政区創設による自治権の確立

を要求する。

　BRNは紛争の原因がパタニー・マレーの占領に由来すると判断するもの

であり，ゆえに我々は自決を望む。政府はタイ領土において，パタニー・

マレー人民にバンコク都またはパタヤ市と同様の特別行政区の設置を認め

なければならない 163。

BRNによれば，1902 年にシャムに併合され，主権が奪われて以降のパタニー

の艱難辛苦の歴史に自決権は依拠しており，そのような塗炭之苦からの救済手

段として自治を捉えている 164。言い換えれば，パタニー・マレー人民の自決

権をタイの領土的現状を変えることなく行使しようとしている。この事実は，

前述の引用部分に続けて提示した以下の自治受入れ条件にも示されている 165。

　タイ政府が，パタニー領域におけるパタニー・マレー民族に統治におけ

る最高権限が存在することを承認し，そして議会においてパタニー・マレー

国家（Patani Malay nation）を承認すること 166。

同主張に関してマッカーゴ（Duncan McCargo）は，マレー系イスラム教徒

の「パタニー」所有者としての権利の承認を要求したものであると解釈してい

る 167。以上から，BRNは自治を自決権実行の一形態とみなしていると捉える

ことができる。今日までに自治概念は国境県イスラム教徒の間で紛争解決の方

法として支持されるようになった 168。

4.4.5　国際社会の対応

国際社会は国境県人民への自治権の付与については支持しているが，マレー・

ムスリムによる分離独立運動は支持せず，同民族の分離権を認めていない。た

だし国境県人民の自決権に関する見解は国際社会から表明されていないため，
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国境県人民への自治権付与の法的根拠が，同人民の自決権にあるのか，それと

も他の権利にあるのかについては不明確である。

国連は政府が軍事力を行使して実行した鎮圧行動を問題とし，鎮圧作戦およ

び治安維持行動によって生じた人権侵害を非難するが，国境県紛争には直接関

与せず，マレー・ムスリムによる分離運動に関する国連としての見解は表明し

ていない。

マレーシア，インドネシアをはじめとする関係諸国および OICは，紛争解

決のための仲介を行ってきた。仲介者としての積極的役割を担ってきたマレー

シアにとってマレー・ムスリムは同胞ではあるが，タイとは安定的関係を望ん

でおり，また国境県紛争の悪化は自国領土に波及する恐れもあることから，分

離集団への支援はしていない 169。OICはイスラム教という宗教的絆に伴う普

遍的権利を支持することを使命とし，非イスラム教国で生活するイスラム教徒

少数者の権利擁護を使命として，国境県イスラム教徒への支援活動を行い，国

境県問題に関与してきた 170。ただし OIC憲章は国家主権を基本原則として掲

げており，国境県イスラム教徒の自治を支援しているが分離運動は支援してい

ない。OICは国境県問題への関与の目的として，国境県人民が国際規範に従い，

地球的イスラム教の神の名において，その普遍的権利が保護されるためである

と表明した 171。

米国は国民和解委員会による国境県の教育制度に関する提言（2006 年）を

支持した 172 が，分離問題に関しては見解を示していない。EUは特使を通じ

て深南部でのすべての紛争および殺りく終結のための和平プロセスに賛意を

示したが，分離集団の活動は支持していない 173。国際人権 NGO（Human 

Rights Watch）はタイ当局の武器使用にあたっては，国連の武力行使に関す

る基本原則を遵守すること，これらの殺害事件の調査のために国連の超法規的・

即決・恣意的処刑に関する特別報告者を招請するべきこと等を勧告した 174。

しかしマレー系イスラム教徒の分離独立は支持していない。
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